
 

2．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためにとるべき措置 

（1）指導講習業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 年度計画における目標設定の考え方 

本年度（平成１８年度）は、講習回数について前年度（平成17年度）より増回するとともに、

全支所における一般講習において業態別講習を、東京主管支所、名古屋主管支所及び大阪主管支

所において事業規模別講習を実施することとした。 

 

◎ 当該年度における取組み 

平成1８年度における取組み 

 

○ 講習回数を前年度より20回増回した。 

講習回数実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中期目標） 

① 運行管理者の運行管理能力の向上を図るため、受講者・事業者のニーズに応じ、受講者・

事業者の利便性の向上を図るとともに、実践的な活用がしやすいよう講習内容の充実を行う

等効果的な講習方法の実施を図ること。 

 

（中期計画） 

① 講習回数の増回、業態別や事業規模別の講習の実施等を行い、受講者の講習環境を向上さ

せる。  

 

（年度計画） 

 ① 講習回数について、前年度（平成 1７年度）より増回するとともに、引き続き、業態別の

一般講習を全支所で実施し、事業者ニーズを踏まえつつ、事業規模別の講習を実施する。 
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20回の増加
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○ 全支所において、旅客・貨物別の「業態別講習」を平成１７年度（620回）より29回増や

し、649回実施した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業態別による運行形態の相違 

■業態別毎の運行管理者を対象に講習を実施
(法定上のｶﾘｷｭﾗﾑは同一)
業務に関係する法令の重点実施
業態特有の事故事例分析と安全対策への取組みの重点実施
業態に応じた運行管理手法の重点実施
業態特性をきめ細かく織込んだ講習の実施により高い効果性が期待

○ 旅客運送・貨物運送の運行管理
者を対象に講習を実施講習形態講習形態

業態別講習
の形態

業態別講習
の形態

業態：旅客運送 業態：貨物運送

旅客運送・貨物運送
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○ 東京主管支所及び大阪主管支所において、事業規模別による運行管理体制の相違に応じた 

内容を加味した「事業規模別講習」を各々1回実施した。なお、名古屋主管支所については、

事業規模別講習の開催案内を行ったが、受講希望が少なく、極めて非効率となるため、開催を

断念した。 

 

○ 事業規模別講習の一環として大規模事業者からの要請に応じて出張講習を東京主管支所で3 

回実施 

出張講習実績 

年   度 実施回数 受講者数 備   考 

平成 15年度 ３回 254人 仙台（１回38人） 東京（２回216人）

平成16年度 ４回 286人 仙台（１回48人） 東京（３回238人）

平成17年度 ４回 271人 仙台（１回25人） 東京（３回246人）

平成18年度 3回 253人 東京（３回253人） 

 

 

○ 実施方法 

・ 講習開催案内において「事業規模別講習」の実施を案内 

・ 講習用教材のほか、事業規模別の運行管理体制に応じた運行管理業務の均一性の確保等

をテーマとして講習を実施 

 

事業規模別による運行管理体制の相違 

 

 

保有車両数３０両以上
の事業者

保有車両数３０両未満
の事業者

→多人数の管理者による運行管理体制 →少人数の管理者による運行管理体制

事業者が選任しなければならない運行管理者数に応じた管理
体制、運行管理手法の重点実施

運転者数に応じた教育方法の重点実施

注）関係法令は事業規模に関係なく事業者の業態に応じて実施

○事業規模別毎の事業者の運行管理者
を対象とした講習の実施（法定上のｶﾘｷｭﾗﾑは同一）

事業規模別講習
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○ 効果等の検証 

受講者に対し、アンケート調査を実施した結果は以下のとおりである。 

・ 講義内容については「参考になった」が９割以上を占める一方、規模別講習の開催に 

ついては、「必要ない」「わからない」も２割以上あり、運行管理体制は単に運送事業者の

事業規模だけではなく、事業形態等によっても異なってくることが考えられ、今後、企業別

の対応なども視野に入れ、ニーズに合った内容を検討していく必要がある。 

 

事業規模別講習に関するアンケート調査結果 

 

    受講の感想       講習内容の評価       規模別講習の必要性 

 

（東京主管支所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（大阪主管支所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 
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◎ 年度計画における目標設定の考え方 

○ 中期計画に基づき、本年度（平成１８年度）は、特別講習における少人数受講者参加型講習

を実施することとした。 

○ 最新の事故事例研究・分析に基づく再発防止のため、運行管理改善手法を盛り込んだ講習を

実施することとした。 

○ 運転者の事故回避能力向上のため、一般講習における「危険予知トレーニングシート」を用

いた訓練方法を含めた講習を実施することとした。 

○ 効果的な講習を実施するため、2５支所の全講習において視聴覚機器を用いることとした。 

 

 

◎ 当該年度における取組み 

平成１８年度における取組み 

 

○ 少人数受講者参加型講習※1（事故事例分析に基づく、事故再発防止手法のグループ討議を

取り入れた講習）を１３４回、２，８５１人に実施した。 

○ 「危険予知トレーニングシート」※2を用いた乗務員事故回避能力向上のための訓練方法を含

めた講習を６０１回、８５，５１７人に実施した。 

○ 視聴覚機器（プロジェクター）によるビデオ等を活用した講習が受講者から好評を得てい

ることから全支所において８９２回、１１１，５１７人に実施した。その結果、受講者の評

価度が向上した。 

 

※1 少人数受講者参加型講習とは、講習の約５割を７～８人のグループに分け、事故事例のグループ討議を実施する講習 

※2 危険予知トレーニングシートとは、受講者が運行管理現場において、運転者に危険の予知と危険を回避する能力を習得させ

るため、各業態の運行特性に応じた交通場面をイラストにしたもの 

 

 

（中期目標） 

① 運行管理者の運行管理能力の向上を図るため、受講者・事業者のニーズに応じ、受講者・

事業者の利便性の向上を図るとともに、実践的な活用がしやすいよう講習内容の充実を行う

等効果的な講習方法の実施を図ること。 

 

（中期計画） 

 ② 少人数による受講者参加型講習の推進、最新の事故事例研究・分析に基づく再発防止のた

めの運行管理改善手法の導入、効果的な教材の活用等指導講習の内容の充実を図る。 

 

（年度計画） 

② 特別講習における少人数受講者参加型のグループ討議を盛り込んだ講習、最新の事故事例

の研究分析に基づく事故再発防止のための運行管理改善手法を盛り込んだ講習を、引き続き、

全支所で実施する。また、一般講習において「危険予知トレーニングシート」を用いた講習

を実施するとともに、2５支所において視聴覚機器を用いた講習を実施する。 
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少人数受講者参加型講習            視聴覚機器導入講習 

（グループ討議） 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

  

 

                    

 

 

 

視聴覚機器導入講習 

（基礎・一般・特別講習） 
危険予知ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｼｰﾄ導入講習 

（一般講習） 

少人数受講者参加型講習 

（特別講習） 
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＜テキストの改訂＞ 

運行管理者の業務等をポイントに整理し、 

わかりやすく解説を加えたテキストに改訂 

＜交通事故発生状況データの提供＞ 

運行管理の改善等に活用するため、業態別の

交通事故の特徴等を提供 

＜事故防止対策関連情報の提供＞ 

乗務員の健康管理上留意すべき事項等、 

事故防止対策に関連する情報を提供 

 

○ 指導講習内容の充実 

利用者要望に応えるため、テキストをわかりやすく改訂するとともに、乗務員指導等に有効

に活用していただくための情報提供の充実を行った。 

 

 

具体的な教材の充実内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 
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◎  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 年度計画における目標設定の考え方 

○ 事故防止コンサルティングを実施するにあたって、当該事業者を担当する職員に対する研修

を実施することとした。 

○ 中期計画に基づき、事故防止相談窓口を設置し、企業のニーズを収集することとした。 

○ 中期計画に基づき、試行的に９社程度の事業者に対して企業コンサルティングを実施し、 

より良いコンサルティングを行うためのノウハウの蓄積を図ることとした。 

 

◎ 当該年度における取組み 

平成１８年度における取組み 

  

○ 適性診断認定要領に基づく指導主任者２４人に対し、事業者の中で展開できる事故要因分

析、カウンセリング手法についての研修を2回実施した。 

 

○ 本部及び全支所に事故防止相談窓口を設置し、具体的な内容を伴う事故防止相談を23件

（平成１７年度に比べ１０件増）実施した。 

事故相談の内容 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（中期目標） 

② 職員の資質の向上を図るとともに、個別事業者の特性に応じたサービスを提供するため、

事故防止相談をはじめとする事故防止コンサルティングの実施を検討すること。 

  

（中期計画） 

③ 職員の資質向上を図るため研修制度の充実を行うとともに、事故防止相談や事故防止の 

ための企業コンサルティングを試行的に実施する。 

 

（年度計画） 

③ 事故防止コンサルティングを試行的に実施するにあたって、引き続き、当該事業者を担当

する支所職員に対する研修を実施するとともに、事故防止相談窓口において事故防止コンサ

ルティングに係る企業のニーズを収集する。 

   また、前年度（平成１７年度）に実施した事故防止コンサルティングの実効性を検証する

  とともに、９社以上の事業者に対し企業コンサルティングを試行的に実施し、引き続き、知

  見の蓄積を行う。 
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○ 事故防止コンサルティングの実効性を検証するとともに、既に、平成15年度から実施して

いる事業者を含め、１１社（トラック６社、バス4社、ハイタク1社）に対してコンサルティ

ングを試行実施した。事業者に対しては、事業者からの相談によって、ナスバが企画案を提

示し、Ｐ（計画）・Ｄ（実施）・Ｃ（検証）・Ａ（改善）サイクルを意識しながら、運行管

理者、運転者、事業者が一体となって、事故防止に取り組むことができるよう支援を行った。 

  
○ 実効性の検証 

コンサルティングを実施し、事業者の取り組みにより、事故を減少させることは可能であるこ

とを検証できた。 

また、安全風土の構築、組織の体制づくりへの指導を望んでいる事業者には、中間層のリーダ

ー育成を支援したことにより意識が向上したとの評価が得られた。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでの試行実施等を踏まえ、コンサルティングメニューを検討した結果、１９年度より

６つのプランを提案して、本格的に実施することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【【事故防止事故防止コンサルティング実施事例コンサルティング実施事例】】

準備段階準備段階準備段階

実行段階実行段階実行段階

（車両１００両、乗務員２００名のタクシー事業者の例）
（１６年を１００とした指数）
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  ○ コンサルティング開始までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報

　ご相談からコンサルティングの開始、終了後などの
　全てにおいて秘密を厳守いたします。

事故削減について、お困りのことや抱えている悩みなどＮＡＳＶＡへご相談ください。

     具体的なご用件を伺うため、お客様のもとへ訪問します。

　　 などのお悩みがありませんか。

　
 

【ご相談】

　
 

【お打合せ】

　【プレゼンテーション】
　　  【企画案提示】

　
 

  【ご契約】

　　【コンサルティング】
　　  　　【開始】

NASVA事故防止コンサルティングプランのご相談から開始まで

・経営者・管理者・運転者がひとつになった事故防止の「企業の安全
  風土」 を築きたい。
・事故を減少させたいが、方法が分からない。
・会社として事故防止を行っているが、うまくいかない。
・適性診断を受診しているが、この受診結果を会社として活用したい。
・デジタコ又はドラレコを導入したが、事故が減少しない。
・等々

・事故の発生状況を伺います。
・運転者教育をどのように行なっているかを伺います。
・現在、行われている事故防止研修会・委員会などがあれば、どの
  ような内容かを伺います。
・経営者や管理者が事故の現状をどのように把握しているかを伺い
  ます。
・担当者とご相談、ご依頼内容を確認いたします。
・等々

・ＮＡＳＶＡ安全マネジメントコンサルティングプランを提案し、
  説明 （プレゼンテーション）させていただきます。
・お客様のご要望、ご意見などを伺い、お客様のご要望に応
  じたプランとさせていただきます。
・コンサルティング料の見積書を提示し、説明させていただき
  ます。

・提案させていただいたプランに、ご納得いただいた後に
  契約書を交わしコンサルティングを開始いたします。

 例

 例
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◎ 年度計画における目標設定の考え方 

  本年度（平成１８年度）は、運行管理における適性診断結果の活用を促進するため、適性診断

結果に基づく助言・指導方法を取り入れた講習用教材用いて、適性診断結果を活用した運転者教

育についての講習を実施することとした。 

 

◎ 当該年度における取組み 

平成１８年度における取組み 

 

○ 講習用テキスト及びビデオ教材を用いた講習の実施 

「適性診断結果に基づく助言・指導の重要性及びその手法」として、助言・指導のポイント、

適性診断結果の読み取り方、助言・指導の要点等を取り上げたテキスト及び適性診断の活用例を

紹介したビデオ教材を用いて、運行管理における適性診断結果を活用した運転者教育についての

講習を８９２回、１１１，５１７人に実施した。 

 

 

講習用テキストとビデオ教材 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 

 

（中期目標） 

③ 指導講習と適性診断の有機的連携を深めること。 

  

（中期計画） 

④ 運行管理における診断結果の活用を促進するため、適性診断活用講座の実施等を通じた 

適性診断活用法を取り入れた講習を実施する。 

 

（年度計画） 

④  引き続き、「適性診断結果に基づく助言・指導の方法」を取り入れた教材を用いて、適性診

断結果を活用した運転者教育についての講習を実施する。 
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◎ 年度計画における目標設定の考え方 

  中期計画に基づき、受講者・事業者のニーズを踏まえた講習内容の充実を行うこととした。 

 

◎ 当該年度における取組み 

平成１８年度における取組み 

 

 ○ 前年度実施したニーズ調査の結果に基づき、下記の通り要望の多い項目を優先に改善を実施

した。 

  

■ 主な改善内容 

 
（1）講習回数の増回 

受講需要に対応し、前年度より講習の実施回数を20回増回した。 
 
 

（2）講義内容の改善及び情報提供の充実 

視聴覚教材を活用した講習の実施、事故防止に関連する有用な情報提供の充実、わかりやすい

テキストの改訂を実施した。 

 
         視聴覚教材                          事故防止関連情報の提供 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 
（中期目標） 

④ 受講者・事業者のニーズや活用状況を適切に把握し、事故防止効果を高めること。 

  

（中期計画） 

⑤ 定期的に受講者・事業者に対する調査を実施し、ニーズ等を踏まえ、指導講習の内容の 
充実に反映する。 

 

（年度計画） 

⑤ 引き続き、受講者・事業者に対する調査を実施し、調査結果に基づき講習の実施方法等の
改善を含めた講習内容の充実を行う。 
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（3）講習方法の改善 

専任講師が自社で導入しているドライブレコーダーの映像を用いて、自社におけるドライブ

レコーダーの活用方法など、事故防止に役立つ具体的な取り組みについて講義を実施した。 

 

＜参考＞ 平成１７年度、受講者（5,441人）、事業者（2,000社）に対して調査を行ったとこ

ろ、受講者（5,215人）、事業者（1,039社）から回答を得た。 

 

平成１７年度調査：受講者の要望項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    

 

 

 

 

 

平成１７年度調査：事業者による指導講習に関する要望項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    

 

32%

13%

3%

2%

1%

1%

1%

47%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

禁煙、分煙の空間を作るなど、受講しやすい
環境づくりをして欲しい

視聴覚機材の導入、質疑応答など、
講義内容を一層充実させて欲しい

講師の話が早口すぎてわかりにくいなど、
もっとわかりやすい話し方にして欲しい

カラー版にして、よりビジュアルにわかりやすい
テキストにして欲しい

異業態の内容が同時進行で行われる為、戸惑う面が
多いため、業態別講習を充実させて欲しい

適度な休憩時間等、時間配分について検討して欲しい

教材の貸し出しや配布をして欲しい、
情報提供の充実を望む

開催日をもっと柔軟に選択できるようにして欲しい

36%

27%

17%

15%

2%

2%

2%

0% 10% 20% 30% 40%

講習内容全般に関する改善

情報提供

事故事例や他社の事例等、具体的内容

土、日の開催

実施回数の増加希望

テキストに関する改善希望

講師の改善

50



 

40%

32%

14%

5%

3%

2%

2%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

禁煙や、机のスペース、空調、駐車場の整備等、
受講しやすい環境づくりをして欲しい

視聴覚機材の導入、質疑応答など、
講義内容を一層充実させて欲しい

講師の話が早口すぎてわかりにくいなど、
もっとわかりやすい話し方にして欲しい

よりビジュアルにわかりやすく、使いやすい
テキストにして欲しい

異業態の内容が同時進行で行われる為、戸惑う面が
多いため、業態別講習を充実させて欲しい

開催日をもっと柔軟に選択できるようにして欲しい

適度な休憩時間等、時間配分について検討して欲しい

教材の貸し出しや配布をして欲しい、
情報提供の充実を望む

○ 平成1８年度において、受講者・事業者に対して調査を実施した。  

【調査の概要】 

・調査期間：平成１８年１０月～平成１９年３月 

・調査対象：上記調査期間における受講者 

受講者に対する調査の回収率等 

                                      

  

 

 

 

 

【調査の概要】 

 ・調査期間：平成１９年１月～２月 

・調査対象：全支所の対象事業者 

事業者に対する調査の回収率等 

                                      

 

 

 

 

 

 

平成１８年度調査：受講者による要望項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   

 

 

 

 

 

項   目 バ ス ハイタク トラック 全  体

事業者数 4,436 10,445 57,845 72,726

調査件数 316 584 3,166 4,066

回収件数 2,225

回 収 率 69.9% 68.2% 50.7% 54.7%

221 398 1,606

10,836

項 目 基礎講習 一般講習 特別講習 全  体

受講者数 39,938 1,709 52,483

調査件数 7,619 6,989 1,021 15,629

回収件数 7,261 6,704 952

回 収 率 95.3% 95.9% 93.2% 95.4%

14,917

51



 

34%

28%

21%

11%

2%

2%

2%

0% 10% 20% 30% 40%

講習内容全般に関する改善

情報提供

事故事例や他社の事例等、具体的内容

土、日の開催

実施回数の増加希望

テキストに関する改善希望

講師の改善

平成１８年度調査：事業者による指導講習に関する要望項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 
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◎ 年度計画における目標設定の考え方 

 前年度（平成１７年度）に引き続き、4.0以上の評価を獲得することとした。 

 

◎ 実 績 値 

  

○ 受講者の評価度 

平成1７年度より、0.0１ポイント向上させ、４．４０の評価を得た。 

受講者における安全対策への支援効果に関する評価度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査の概要】 

○ 調査期間 ：平成18年10月～平成1９年3月 

○ 調査対象 ：上記調査期間における受講者 

受講者に対する調査の回収率等 

 
 
 
 
 

 

（中期目標） 

⑤ 以上により、事業者の運行管理の充実・改善を促進し、事故防止効果を高めること。 

  

（中期計画） 

⑥ 以上の施策を実施することにより、受講者・事業者に対する5段階評価の調査における安

全対策への支援効果に関する評価度について、中期目標期間の最後の事業年度までに4.0 以

上とする。 

 

（年度計画） 

⑥ 以上の措置を講じることにより、受講者・事業者に対する5段階評価の調査における安全

対策への支援効果に関する評価度（平成１８年度）について、4.0以上とする。 

3.86 3.84
3.97 4.01

4.32
4.104.13

4.30
4.59

4.31

4.66

3.64

4.01
4.34
4.39

4.20 4.33
4.64

4.22 4.40

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

基礎講習 一般講習 特別講習 受講者

評価度
ポイント

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

目標 

項   目 基礎講習 一般講習 特別講習 全  体

調査期間中の受講者数 10,836 39,938 1,709 52,483

アンケート調査配布件数 7,619 6,989 1,021 15,629

回 収 件 数 7,261 6,704 952 14,917

回  収  率 95.3% 95.9% 93.2% 95.4%
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○ 事業者の評価度（平成14年度実績なし） 

平成１７年度より0.0２ポイントわずかに低下したものの、４．２６の評価を得た。 

 

事業者における安全対策への支援効果に関する評価度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査の概要】 

・調査期間：平成19年1月～2月 

・調査対象：全支所の対象事業者 

事業者に対する調査の回収率等 

 

 

4.26 4.26
4.52

4.27
4.13

4.31
4.41

4.21 4.17 4.26
4.02

4.50 4.41
4.27 4.28

4.17

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

バス ハイタク トラック 全　体

評価度

ポイント

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

目標

項  目 バ  ス ハイタク トラック 全  体 

事業者数 4,436 10,445 57,845 72,726

調査件数 316 584 3,166 4,066

回収件数 221 398 1,606 2,225

回 収 率 69.9% 68.2% 50.7% 54.7%
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【一般講習】安全対策への支援効果に関する項目別評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基礎講習】安全対策への支援効果に関する項目別評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.06

4.48

4.13

4.26

4.36

3.28

4.70

4.61

4.44

4.08

4.50

4.44

4.40

4.38

3.57

4.43

4.63

4.60

4.46

4.03

2.81

4.45

4.13

4.41

4.24

4.34

4.37

4.58

4.43

4.43

4.32

4.35

2.71

4.32

4.16

2.78

4.64

4.39

3.64

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

講師の講義の話し方等

講師とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

事故防止に役立つ具体例

教材の分かりやすさ

教材の有用度

教材の活用度（意向）

事故事例研究の有用度

視聴覚教材（ビデオ等）の有用度

開催会場へのアクセス

職員の応対

事故防止意識の強化

事故防止行動の強化

事故防止習慣の強化

H.16
H.17
H.18

(平均値）

3.53

2.43

4.22

3.43

4.05

4.38

4.24

3.44

4.38

4.70

4.66

4.44

3.57

2.61

4.33

3.57

4.33

4.26

3.42

4.41

4.70

4.64

4.46

3.67

2.69

4.32

4.42

4.25

3.49

4.31

4.67

4.59

4.46

4.40

4.33

3.73

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

講師の講義の話し方等

講師とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

事故防止に役立つ具体例

教材の分かりやすさ

教材の有用度

教材の活用度（意向）

視聴覚教材（ビデオ等）の有用度

開催会場へのアクセス

職員の応対

事故防止意識の強化

事故防止行動の強化

事故防止習慣の強化

H.16
H.17
H.18

(平均値）
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【特別講習】安全対策への支援効果に関する項目別評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

◎ 実績値が目標に達しない場合にはその理由 

 

 

◎ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 

 

 

 

            

 
4.67

4.38

4.64

4.63

4.63

3.68

4.75

4.87

4.81

4.50

4.01

4.44

4.72

4.68

4.47

3.81

4.78

4.91

4.81

4.71

4.54

3.99

4.72

4.53

4.76

4.68

4.66

4.55

3.85

4.75

4.91

4.85

4.73

4.64

4.52

3.89

4.44

4.62

4.70

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

講師の講義の話し方等

講師とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

事故防止に役立つ具体例

教材の分かりやすさ

教材の有用度

教材の活用度（意向）

事故事例研究の有用度

視聴覚教材（ビデオ等）の有用度

開催会場へのアクセス

職員の応対

事故防止意識の強化

事故防止行動の強化

事故防止習慣の強化

H.16
H.17
H.18

(平均値）
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